
 

「雇用増加の取組」を行う補助事業者は、「雇用増加の取組」を行う補助事業者は、「雇用増加の取組」を行う補助事業者は、   

[（様式第10）「雇用を増加させる取組」報告書]提出が必要です。提出が必要です。提出が必要です。   
   様式第様式第様式第101010記入フォーマット表示記入フォーマット表示記入フォーマット表示   

 

⑨どちらかにチェック

マークをしましたか。

（⑧の日付より前に退職

している場合は「継続し

て い な い」にな り ま

す。） 

⑧補助事業完了日の記

載は正しいですか。

（様式第８（実績報告

書）の２.事業期間の終

了日を記入してくださ

い。） 

⑦（⑤と⑥が異なる場

合は、その理由を記入

してください。） 

⑥「被保険者縦覧照会

回答票」等に記載の

「資格取得日」を正し

く転記されています

か。 

①「被保険者縦覧照会

回答票」等の取得日以

降の日付となっていま

すか。 

ｏｉｎｔ Ｐ 
記載内容に問題がないこと、他の書類も含め、報告書の通りに実施されて

いることを確認します。 

[(様式第１０）「雇用を増加させる取組」報告書]  

⑤雇用年月日の記載は

正しいですか。（平成

２８年１１月４日より

も前の雇入れは、対象

となりません。） 

②申請書（様式１）ま

たは登録事項変更届に

記載された内容と同じ

ですか。 

④新たに雇い入れた従

業員の氏名の記載は正

しいですか。 

④ 

② 

① 

⑨ 

⑧ 

⑦ 

⑥ 

⑤ 

③  

③（新たに雇い入れた従

業員が複数いる場合、

（1）～（5）の 表 を コ

ピーし、当該従業員ごと

に記載してください。） 
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   必要必要必要
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[(様式第１０）「雇用を増加させる取組」報告書]  

ｏｉｎｔ 

Ｐ 

⑬前・後の比較の記載は

正しいですか。（⑫-⑩の

計算値） 

⑭（純増とならなかった

理由を記入してくださ

い。） 

⑪補助事業完了日の記載

は正しいですか。（様式

第８（実績報告書）の２.

事業期間の終了日を記入

してください。） 

⑫補助事業完了日時点で

の従業員数の記載は正し

いですか。（⑩の時点で

被保険者の資格を有して

いる従業員数。役員は含

まない。） 

≪添付書類≫ 以下２点の書類を必ず添付してください。 

 

❶管轄する年金事務所が発行した「事業所別被保険者記録一覧表」または「被保険者縦覧

照会回答票」の写し 

 ※以下を満たしていること 

  ・補助事業完了日以後に発行を受けたもの 

  ・公募開始日の前日（平成２８年１１月３日）もしくはそれ以前からの期間のもの 

  ・期間内の被保険者全員（途中で退職等により資格喪失したものを含む）の記載が 

   あるもの 

 

➋「新たに雇用したもの」にかかる「労働者名簿」の写し 

 

⑬ 

⑫ 

⑪ 

⑩  

⑩公募開始前の従業員数の

記載は正しいですか。（平

成２８年１１月３日時点で

被保険者の資格を有してい

る従業員数。役員は含まな

い。） 

⑭ 
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雇用を増加させる取り組みを行う補助事業者は、[事業所別被保険者

記録一覧]または[被保険者縦覧照会回答票］どちらかの提出が必要で

す。 

 

 

   必要必要必要
   

[事業所別被保険者記録一覧表・被保険者縦覧照会回答票] 

Ｐ 

ｏｉｎｔ 

①補助事業完了日

以後に発行を受け

たものですか。 

⑤資格取得日・資

格喪失日は確認で

きますか。（事業

所別被保険者記録

一覧表の資格取得

日・資 格 喪 失 日

は、原因欄の記号

で判別します。） 

②年金事務所が発

行したことが確認

できますか。 

③朱書きは正し

いですか。 

 
「◎」新規雇用者

（公募開始日以降、

経営計画・補助事業

計画の実行を目的と

して新たに雇用した

者） 

「○」公募開始日以

前から補助事業完了

日まで雇用していた

従業員 

「×」公募開始日か

ら補助事業完了日ま

での間に退職した従

業員 

「役員」役員 

 

 

④被保険者名は確

認できますか。 

公募開始日の前日（平成28年11月３日）時点と、補助事業完了

日時点の被保険者数を確認します。 

 
① 

 ② 

③ 

 
  

④ ⑤ 

③ 

 

④ 

 

⑤ 

 

① 

  

② 



 

当該雇用者が「公募開始日以降の新たな雇用者」であり、従来からの非正規従業員を正社員に登用したような

ケースでないことを確認する資料 （例） 労働者名簿 

雇用を増加させる取り組みを行う補助事業者は、 

[労働者名簿]の提出が必要です。必要です。必要です。   

   
※「労働者名簿」は、労働基準法第１０７条により、パート・アルバイトを含む※「労働者名簿」は、労働基準法第１０７条により、パート・アルバイトを含む※「労働者名簿」は、労働基準法第１０７条により、パート・アルバイトを含む

全労働者（日々雇入れられる者を除く）について作成・保存しなければならない全労働者（日々雇入れられる者を除く）について作成・保存しなければならない全労働者（日々雇入れられる者を除く）について作成・保存しなければならない

書類です。書類です。書類です。   

 

 

   必要必要必要
   

ｏｉｎｔ 

Ｐ 
当該新規雇用者が、公募開始日(平成２８年１１月４日）以降に雇い入れた者

であるかを以下で確認します。 

[労働者名簿] 

① 

①当該新規雇用者の氏名が記載

されていますか。 

 ② 

②「雇用年月日」の記載はあり

ますか。 

 

最初に雇用した日（正社員、

パート・アルバイトを問わず）

が、公募開始日（平成２８年１

１月４日）より前の場合は、

「雇用を増加させる取組」の条

件の対象外です。 



 

 

 

⑤支払、納品日を含め補助

事業がすべて完了した日で

すか（事業実施期限は平成29年

12月31日まで）。 

④③以降の日付ですか。 

③交付決定日（「交付決

定通知書」に記載されて

いる右上の日付）と同じ

ですか。 

②申請書（様式１）また

は登録事項変更届に記載

された内容と同じです

か。 

①提出日の記載は正しいで

すか。(事業終了日から３０日以

内の日、または平成３０年１月１

０日のいずれか早い日まで） 

ｏｉｎｔ 

Ｐ 
記載内容に問題がないこと、報告された補助事業の実施内容が、申請し、

交付決定された内容（変更承認を受けた場合は承認された内容）に適合し

ていることなどを、確認します。 

[（様式第8）実績報告書］は、必ず提出してください。 
様式第8記入用フォーマット表示 

⑦申請書(様式3)1.1補助

事業で行う事業名と同じ

ですか。 

⑧実施した補助事業の内容が具体的に記入されていますか。 

雇用増加に取り組んだ場合は、新たに雇用した従業員が経営計

画・補助事業計画の実行において、どのような役割を担ったの

かを記入してください。 

⑥申請書（様式１）または

登録事項変更届に記載され

た名称と同じですか。 

[（様式第８） 実績報告書]「雇用を増加させる取り組み」で申請の場合 

① 

② 

③ 

⑤ 
④ 

⑦ 

⑥ 

⑨ 

   
   必

要必要必要
   

⑧ 

≪共同申請の場合≫ 

②⑥については、連名でご記入ください。 

⑧は、補助事業者ごとに取組内容を記入してください。 

1/2 

⑨⑧に記入した補助事業を

実施した結果、どのような

成果があったかが記入され

ていますか。 
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⑩実際に補助事業

に取り組んだこと

で、どのような効

果があったか、ま

たは今後見込まれ

るかが記入されて

いますか。 

ｏｉｎｔ 

Ｐ 
記載内容に問題がないこと、報告された補助事業の実施内容が、申請し、

交付決定された内容（変更承認を受けた場合は承認された内容）に適合し

ていることなどを、確認します。 

 

[（様式第8）実績報告書］は、必ず提出してください。 
    様式第8記入用フォーマット表示 

[（様式第８） 実績報告書]「雇用を増加させる取り組み」で申請の場合 

⑩ 

≪やらなかった・できなかった場合≫ 
・申請時に予定していた経費を、補助対象経費として計上して

いない場合はその理由を3.（3）事業の具体的な取組内容欄に

ご記入ください。 

 

 「雇用を増加させる取り組み」ができなかった場合 
・申請時に予定していた「雇用を増加させる取り組み」ができ

なかった場合は、その理由も3.（3）事業の具体的な取組内容

欄にご記入ください。 

 

2/2 

   必要必要必要
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【(様式第８別紙３) 支出内訳書】 

① 
② 

③ 

 
④ 
⑤ 

ｏｉｎｔ 

Ｐ 

①，② 経費支出管理表

と同じですか。 

 

証拠書類等と照らし合わせ、記載の金額が正しいことを確認します。 

支出内訳書は、経費支出管理表の集計値を記入しますので、先に 経費支出管理表を作成してください。 

EXCEL版をご利用の場合は、以下①～⑤は自動計算され表示されます。 

⑤ ④の３分の２(円未

満は切り捨て)が記入さ

れていますか。 

⑥ 交付決定通知書の補

助金の額が記入されて

いますか。 

④ ③の合計が記入さ

れていますか。 

③ 経費支出管理表の

「実際の支出金額のう

ち補助対象経費として

計上できる額」の費目

別集計値が、該当の経

費区分欄に記入されて

いますか。 

     【(様式第８別紙３) 支出内訳書】は、必ず提出してください。 
 ※共同申請の場合は、補助事業者ごとに提出が必要です。（支出が0円の場合も提出してください。） 

 様式第８別紙３記入用フォーマット（EXCEL版)表示   

必要必要必要
      

⑨ ⑦から⑧を差し引い

た額が記入されていま

すか。  

  

⑧ 以下が、記入されて

いますか。 

a.収益納付額がある場合  
※収益納付についてはこちら 

（別紙4)収益納付に係る

報告書の納付額を記入 

b.収益納付額がない場合 

ゼロを記入（注意：空欄

ではなく必ず「０」を記

入してください） 

⑦ ⑤と⑥の低い額が記

入されていますか。 

⑥ 
⑦ 
⑧ 
⑨ 

http://h28.jizokukahojokin.info/jisseki/pdf/excel/28y8b3e.xls
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ｏｉｎｔ 

Ｐ 
証拠書類等と照らし合わせ、記載の金額が正しいことを確認します。 

【経費支出管理表】は、（様式第8別紙3） 

支出内訳書と合わせて提出をお願いします。 
様式第８別紙３記入用フォーマット（EXCEL版)表示 

[経費支出管理表] 

① 
② 
③ 

 

④ 

⑤ 

 

必要必要必要
      

⑤正しい費目が選択されてい

ますか。  

④申請書(様式5)6.消費税の

適用に関する事項に○をした

もの（「課税事業者」「免税

事業者」「簡易課税事業者」

のいずれか）が記入されてい

ますか。  

③交付決定通知書右上に記

した日付が記入されていま

すか。   

②採択通知書住所氏名の

下部に記したカッコ内の

数字が記入されています

か。  

①申請書(様式1)または登

録事項変更届に記載の補助

事業者名と同じですか。 

※フォーマットはEXCEL

版とword版があります

が、EXCEL版の利用をお

勧めします。（EXCEL版

は、経費支出管理表入力す

ることで、支出内訳書の一

部が表示される等の機能が

組み込まれています。）   

⑩支払いの証拠書類より、確

認することができますか。  

⑨支払いの証拠書類より、確

認することができますか。

（事業終了日までに支払いが

完了していない場合は、補助

対象外です。） 

⑧発注・契約の証拠書類に

て、確認することができます

か。（交付決定日以前の、発

注・申込（展示会出展の申込

を除く）・契約は補助対象外

です。） 

⑦⑥から計上しない額(例え

ば、課税業者の場合は消費税

額)を差し引いた額が記入され

ていますか。  

⑥支払いの証拠書類より、確

認することができますか。  

⑪ 支出の内容が記入され

ていますか。※一部分のみを

計上する場合は、請求や支払の証

拠書類のどの部分にあたるか（該

当する明細や品名等）を、明記し

てください 。 

⑫広報費において配布物に

残数がある場合や、借料に

おいてレンタル料を補助事

業期間のみとする場合等、

按分方式で経費を算出した

場合は、その計算式を記入

してください。 

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

⑫ 

⑥ 

http://h28.jizokukahojokin.info/jisseki/pdf/excel/28y8b3e.xls
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